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相対的地位 も低下傾向にあるため,東 三河地域の経済力その ものに陰りが見
え始めているようにも思われる。本稿では東三河地域の労働市場の現状を検
討することにより,今後必要となる施策の方向についても検討を進めたい。
興味深いのは,愛 知県内においては東三河地域 に限 り,「職業安定年報」
で用いられるハローワークの管轄地域 と 「経済セ ンサス」で用いられる県内
地域 ブロックの区分けがちょうど一致 しているという事実である。 この特性
を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済センサス」のデータを組み合わせる
ことにより,東三河地域の労働市場における求人と求職のマッチングの状況










轄地域(以 下では豊橋地域)は,豊 橋市および田原市(旧 渥美郡田原町 ・赤
羽根町 ・渥美町)。ハ ローワーク豊川(2007年度以降は蒲郡出張所 を含む)
の管轄地域(以 下では豊川地域)は,豊 川市(旧 宝飯郡一宮町 ・音羽町 ・御
津町 ・小坂井町を編入)お よび蒲郡市。ハローワーク新城の管轄地域(以 下




図1は,ハ ローワー ク管轄地域別に有効求人倍率(年 度平均,原 数値)の







うにな り,2009年度では愛知県全体で0.44倍,豊橋,豊 川,新 城の各地域
はそれぞれ0.30倍,0.28倍,0.35倍の水準まで落ち込んでいる。
東三河地域の有効求人倍率は,愛 知県平均 と比較 して常に低いことが分か
































ハ ローワー ク管轄地域別に見た場合,豊 橋地域の有効求人倍率が最 も高




図2は,ハ ローワーク管轄地域別に有効求人倍率(年 度平均,原 数値)の
推移について,「新規学卒者を除きパー トタイムを含む」データを用いたも
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好調 な経済状況 を反映 して,2003～2007年度は東三河のすべての地





な低下が見 られ,2009年度には愛知県平均で0.51倍,豊橋,豊 川,新 城の
各地域はそれぞれ0.40倍,0.34倍,0.37倍まで落ち込むことになった。
愛知労働局の 「職業安定年報」を用いて,就 職が管轄地域内(管 内),管
轄地域外(管 外),県外のいずれに決定 したのかという点についてみること




































新城北設楽地域 も管 内決定率が比較的高 く,一一時的に約50%まで落ち
込んだこともあったが,最 近では60%近くまで回復 している。豊川地域は
1999年に管内決定率が大 きく上昇 したが,そ の後 は徐々に低下 し最近では
約50%まで低下 している。蒲郡地域(2006年まで)は 管内決定率が比較的
低 く,低下傾向に歯止めがかからなかった。東三河地域における管内決定率
の低下の背景 として,西三河 ・尾張地域を中心 として旺盛な労働需要があり,
これらの地域へ進出していった可能性 も考えられる。















図5は,就 職件数の うち就職が県外に決定 された割合 にっいて,ハ ロー
ワーク別に長期時系列データを見たものである。図3と同様,長 期にわたり












































ント程度抑えられる形 となっているが,ト レン ドや相対的な大小関係は図5
と大 きく変わらない。











資 料:愛 知 労 働 局 「職 業 安 定 年 報 」 よ り作成









調査(全 数調査)で,従 来の 「事業所 ・企業調査」をさらに精緻化したもの
である(3)。
興味深いのは,愛 知県内においては東三河地域 に限 り,「職業安定年報」
で用いられるハローワークの管轄地域と 「経済セ ンサス」で用いられる県内
地域ブロックの区分けがちょうど一致しているとい う事実である(4)。この特
性を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済センサス」のデータを組み合わせ
ることで,東 三河地域の労働市場の求人と求職のマッチングの状況を見るこ
とにしたい。
「職業安定年報」を用いて,ハ ローワーク別に,産 業大分類(製 造業では
中分類のすべて,情報通信業,医 療,福祉,サ ー ビス業(他 に分類されない
もの)で は中分類の一部を再掲)ご とに新規求人数 と充足数の値を得ること
にする。ただし,新規学卒者を除きパー トタイムを含むデータであることに
注意を要する。充足数を新規求人数で割ることによ り,「充足率」を求める⑤。












資料:愛 知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「平成21年経済センサスー基


















を得 る。すなわち,マ ッチング関数を固定すると,充足率 と求人比率の間に
は負の相関が存在することになる。







すでに見たように,グ ループBと グループDが,通 常の想定の下で導 き出
されるグループとなる。マッチング技術が同じであれば,求人比率の高い産
業は必然的に充足率が低 くなるし,求人比率の低い産業は必然的に充足率が
高 くなる。 この意味でグループBは単純に求人が少ないグループ,グ ループ
Dは単純に求人が多いグループとなる。求人が少ないグループBには,製造
業を中心 として多 くの産業が含まれることから,経 済全体 として求人が少な
い状況を示 している。求人が多いグループDには,情報通信機械器具製造業,




示 していて,グ ループAは旺盛な求人 と高い充足で特徴付けられる。成長が
著しいと見ることもできるし,労働条件が悪 く定着率が低いと見ることもで
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きるだろう。グループAは良 くも悪 くも活性化された産業 と見ることができ
る。逆に,グループCは貧弱な求人 と低い充足であるから,成長が期待でき
ない と見ることもできるし,労働条件が良いので定着率が高いとみることが
できる。グループCは良 くも悪 くも活性化されていない産業 となる。
グループAに属する産業には,医療,福 祉,社 会保険 ・社会福祉 ・介護事
業などの成長が著 しい産業であるか,あ るいは,鉱業,建 設業,運 輸業など
労働条件が悪 く定着率が低い産業であるか,あ るいはその両方を含む という
・ ・ 14
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特徴 を持 って いる と考 えられ る。 グループCは 情報 サ ー ビス業,金 融業,保
険業な どが含 まれ,成 長が期待で きない産業 なのか,あ るいは定 着率が高い
産業 なのか とい う解釈 がで きる。産業を分類 しなが らも,相 異な る特徴 を含
み持つ構造 になってい るが,こ れ以上の産 業分類 を行 うには,連 続性 を持つ
長期時系列 データを用 い るか,雇 用動向調査の個 票 データな どを用いて,仕
事 の創出(JobCreation)と仕 事の喪失(JobDestruction)に関す る分析
(Davis,Haltiwanger,andSchuh(1997))が必 要 にな る。
豊川地 区について も同様の分析 を行 うことに しよ う。図8は 豊 川地区につ
いて,先 に定義 した求人比率 と充足率 を産業別 に計算 し,散 布図 として描 い
た ものであ る。本稿 の最後 にあ る表5が,こ の図の元 になったデー タの一覧
を示 してい る。豊 川地区 につ いては,全 産 業で見 た求人 比率 は9.2%,充足
率 は38.9%であ り,こ の産業別の平均値 は図8に お いて+記 号で表 されてい
る。 また,製 造業 の平 均は大 きい ドッ トで示 され て いて,求 人比 率は5.9%,
充足 率は60.5%とな って いる。図7の 豊橋地 区 と比べ ると,全 体的 に散 らば















資 料:愛 知 労 働 局 「職 業 安 定 年 報 」,総務 省 統 計 局 「平 成21年 経 済 セ ンサ ス
ー 基 礎 調 査 」 よ り作 成
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信業,情報サービス業,生 活関連サービス業,娯 楽業,医療,福 祉,社 会保
険 ・社会福祉 ・介護事業など比較的新しい産業に関 して求人が多い割に充足
率が低いことが分かる。
表2求 人 ・充足で見た産業の分類(豊 川地区,2009(平成21)年度)
(B)低い求人比率,高 い充足率 (A)高い求人比率,高 い充足率





































表3は,新 城地区の産業にっいて,全 産業平均 を基準 として求人比率 と充
足率から4つのグループに分類 した ものである。表1や表2と比べると,グ
ループAとグループCの産業が多 く,活性化 している産業 と活性化 していな
い産業の両極端な2グループに分かれていることが分かる。グループAを見
















資 料:愛 知 労働 局 「職 業 安 定 年 報 」,総 務 省 統 計 局 「平 成21年 経 済 セ ン サ ス ー 基礎

















表3求 人 ・充足で見た産業の分類(新 城地区,2009(平成21)年度)
グループCを 見 る と,農 林 漁業,情 報サー ビス業,卸 売業,小 売 業,金 融
業,保 険業,宿 泊業,飲 食サービス業などがあまり活性化されていない産業
となっていることが確認で きる。
まとめ










ちょうど一致 している。 この特性を活用 して,「職業安定年報」 と 「経済セ
ンサス」のデータを組み合わせることにより,東三河地域の労働市場におけ
る求人 と求職のマッチングの状況についても分析を行った。地区ごとに,求
人 ・充足の状況から産業を分類 し,地区の労働市場の特徴 について検討を
行った。
注
本稿は,愛 知大学個人研究助成(個 人研究A)「世代別労働市場 とその地域間
比較に関する分析」(助成番号C-164)の研究成果の一部である。 また,愛 知大
学中部地方産業研究所編 「東三河の経済 と社会 第7輯」(2012年発行予定)に






働局発行の 「職業安定年報」掲載の統計表に誤りがあることが判明 した。誤 りを








































A～B農 林漁業 171 且09 63.7 224 2,252 1.且 7.6 B
C鉱 業,採 石業,砂 利採取 業 21 17 81.0 6 109 o.i 19.3A
D建 設業 1528 568 37.2 2,044 15,328 7.3 且0.0 A
E製 造業 2720 1235 45.4 2,025 99,447 23.5 5.5 B
09食料品製造業 68'L 330 48.4 241 5,611 2.7 且2.2 A
10飲 料 ・たばこ ・飼料製造 業 2 2 100.0 31 301 0.1 0.7 B
n繊 維」:業 IU9 55 50.5 16U 1.715 0.8 6.4 B
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 81 32 39.5 101 1,032 0.5 7.8 B
13家 其 ・装備品嬰造 業 59 29 49.2 125 1,769 o.g 3.3 B
14パ ルプ ・紙 ・紙加工品製造 業 io2 45 44.1 53 1,291 o.s 8.2 B
且5印 刷 ・1司関連 業 72 39 54.2 125 1,194 o.s 6.0 B
16化 学i二業 39 10 25.6 24 1,258 o.s 3.1 C
18プ ラスチ ック製品製造業 144 88 61.1 98 3,012 1.4 4.8 B
19ゴム製品製造業 1 1 100,0 19 L767 U.8 0.且 B
21窯 業 ・ヒ石製晶製造業 41 30 73.2 59 1.087 0.5 3.8 B
22鉄鋼業 88 44 50.0 32 1,454 0.7 6.1 B
23非鉄金属製造業 14 5 35.7 20 616 0.3 2.3 B
24金属製品製造業 196 73 37.2 216 2,488 i.z 7.9 B
25はん用機械器具製造乗 73 27 37.0 104 1,532 0.7 9.8 B
26坐産用機械器具製造業 71 17 23.9 :. 2.!68 i.o 3.3 C
28電 子部品・デバイス。奄 ヂ回路製造業 4 2 50.0 19 361 oz 1.1 B
29電気機械器具製造叢 133 71 53.4 84 2,446 1.2 5.4 B
30情報通信機械器具製造業 29 1 3.4 10 115 o.i 25.2 n
3且輸送用機械題具製造業 623 259 41.6 135 16,792 8.0 3.7 B
32その他の製造業 157 75 97.8 142 876 0.4 17.9A
F電 気 ・ガス・熱供給 ・水道 業 8 3 37.5 28 1,027 0.5 o.s B
G情 報通信業 107 39 36.4 161 1,459 0.7 7.3 B
39情 報 サー ビス業 65 19 29.2 75 871 0.4 7.5 C
H運 輸業,郵便業 1027 410 39.9 447 10,689 5.1 9.6 A
1卸 売 業,小 売 業 1975 736 37.3 5,439 43,797 1: 4.5 B
J金 融業,保険業 242 23 9.5 334 4,482 2.1 5.4 C
K不 動産業,物品賃貸業 209 72 35.3 990 3.404 1.6 6.0 B
L学 術研究。専門・技術サービス業 755 233 30.9 790 4,709 2.2 16.0 D
M宿 泊業,飲 食サービス業 2886 :. 13.4 2.499 ::.. 9.0 15.3 n
N生 活関連サービス業,娯楽業 1486 168 11.3 1,794 9.377 4.5 15.8 D
0教 育,学習支援業 zss 69 25.7 ass 9,403 4.5 2.9 C
P医 療,福 祉 3108 .; 31.8 1,054 18.148 8.6 17.1 A
85社 会保険 ・社会福祉・介護事業 1083 977 44.0 315 7,276 3.5 14.9 A
Q檀 合サー ビス事業 50 46 92.0 139 1,681 o.s 3.0 B
Rサ ービス業(他に分類されないもの) 1843 630 39.2 且,209 12,758 6.1 14.4A
92そ の他 の事業サービス業 1322 465 35.2 230 5,147 2.4 25.7 A
S公 務(他に分類されるものを除 く) 423 226 53.4 94 3.562 1.7 1L9 A
A～S全 産業 18823 5957 3t.620,043210.531100.0 8.9
資料:愛知労働局 「職業安定年報」,総務省統計局 「{j成21年縦済セ ンサスー基礎調査」より作成
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表5産 業別に見た求人比率および充足率(豊 川地区、2009(平成21)年度)















A～B農 林漁業 53 27 50.9 64 694 0.6 7.6 B
C鉱 業,採 石業,砂 利採取 業 5 3 60.0 4 17 0.0 29.4 A
D建 設業 1023 317 31.0 1,168 7,078 5.8 14.5 D
E製 造業 2203 1332 60.5 1,999 37,216 30.6 5.9 B
09食料品製造業 549 424 772 izo 2,737 2.3 20.1 A
10飲 料 ・たば こ ・飼料 製造 業 1 1 100.0 10 246 0.2 U.4 B
11繊 維1:業 241 126 52.3 464 3,400 2.8 7.1 B
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 14 11 :. 4] 518 0.4 2.7 B
13家 具 ・装備品製造 業 51 26 51.0 79 315 0.3 16.2A
14パ ルプ ・紙 ・紙加 工品製造業 71 38 53.5 26 322 0.3 22.0 A
15印 刷 ・同関連 業 13 4 30.8 99 256 0.2 5.1 C
16化 学i:業 is 10 62.5 13 .., 0.4 3.2 B
ISプ ラスチ ック製品製造 業 243 183 75.3 izs 2,060 1.7 11.8A
19ゴ ム製品製造 業 0 0 10 79 0.1 o.o C
21窯 業 ・土石製品製造 業 12 s 50.0 35 690 o.s L7 B
22鉄鋼業 io 3 30.0 且6 356 0.3 2.8 C
23非鉄金属製造業 20 16 :11 12 612 0.5 3.3 B
24金属製贔製造業 180 69 38.3 185 2,43? 2.0 7.9 C
25はん用機械器具製造業 35 13 37.1 120 1,213 LO 2.9 C
26生産用機械器具製造業 57 15 26.3 ≫s 3.100 2.6 1.8 C
28電 子部品・デバイス・電f回路製造業 17 13 76.5 17 475 0.9 3.6 B
29電気機械器具製造業 132 ins 90.2 57 1,L32 1.0 10.7 A
30情報通信機械器具製造業 11 11 100.0 7 335 0.3 3.3 B
31輸送用機械器具製造業 935 192 44.1 220 10,556 8.7 9.1 B
32その他の製造業 95 52 59.7 81 1,214 LO 7.8 B
F電 気・ガス・熱供 給 ・水道 業 4 2 50.0 12 226 0.2 1.8 B
G情 報通信業 58 17 29.3 51 317 0.3 18.3 D
39情 報サービス業 10 2 20.0 21 107 o.i 9.3 D
H運 輸業,郵便業 ]189 471 39.6 272 5,680 4.7 20.9 A
1卸 売業,小 売 業 1187 466 39.3 3,125 21,359 17.6 5.6 B
』 金融業,保 険 業 46 9 19.6 iii 2,009 1.7 2.3 C
K不 動産業,物品賃貸業 46 26 56.5 501 1,6]5 1.3 z.s B
L学 術研究,専門・技術サービス業 108 57 52.8 :・ 1,776 1.5 6.1 B
M宿 泊業,飲 食 サー ビス業 701 231 33.0 1,414 12,397 10.2 5.7 C
N生 活関連サ ービス 業,娯楽 業 sz2 170 20.7 1,079 5,553 4.6 14.8 D
0教 育,学習支援業 116 66 56.9 521 4,875 4.0 2.4 B
P医 療,福 祉 1741 fill 35.1 725 11,153 9.2 15.6 D
85社 会保険・社会福祉 ・介護 事業 733 276 37.7 258 5,292 4.4 13.9 D
Q複 合サービス事業 121 65 53.7 68 :.. 0,7 19.0A
Rサ ービス業(他に分類 されないもの) 1472 375 25.5 606 5.153 4.2 :. D
92そ の他の事業サ ー ビス業 701 230 32.8 102 1836 1.5 38.2 D
S公 務(他に分頬されるものを除く) 311 117 37.6 54 3,543 2.9 8.8 C
A～S全 産業 11206 4362 38.912,173121,527ioo.o 9.2



















A～B農 林漁業 so 13 21.7 68 919 3.3 6.5 C
C鉱 業,採did",砂利採取業 13 10 76.9 8 113 0.9 11.5A
D建 設業 :. 125 32.4 432 2,325 8.3 16.6D
E製 造業 484 .; 51.2 366 8,244 29.5 5.9 B
09食料品製造業 io 9 90.0 31 292 LO 3.4 B
10飲 料 ・たば こ ・飼料製造業 z 3 150.0 11 101 0.4 2.0 B
Il繊 維工業 U U 12 173 o.s o.o C
12木 材・木製品製造業(家具を除く) 19 14 100.0 50 350 1.3 4.0 B
13家 具 ・装備品製造業 2 1 50.0 22 104 0.4 1.9 B
14パ ルプ ・紙 ・紙加1:品製造業 3 4 133.3 9 56 o.z 5.4 B
15印 刷 ・同関連業 u 3 27.3 10 91 o.i 2fi.8D
16化 学 工業 2 且 50.0 2 51 o.z 3.9 B
18プ ラスチック製品製造業 30 10 33.3 18 6()0 2.1 5.0 C
19ゴ ム製品製造業 且30 48 36.9 S 1,475 5.3 8.8 D
21窯 業 ・L石製品製造業 27 12 /1/ 21 307 1.1 8.8 A
22鉄鋼業 7 2 :. 6 197 0.7 3.6 C
23非鉄金属製造業 8 7 87.5 9 185 0.7 4.3 B
24金属製品製造業 20 6 30.0 22 363 1.3 5.5 C
25はん用機械器具製造業 15 1 6.7 17 189 0.7 7.9 D
26生産用機械器具製造業 5 2 X11 31 1,301 4.6 0.4 C
28電 子部品・デバイス・電子回路製造業 43 18 41.9 5 114 0.4 37.7 D
29電気機械器具製造業 36 26 72.2 31 1,048 3.7 3.4 B
30情報通信機械器具製造業 4 L 50.0 1 37 o.i 10.8 A
31輸送用機械器具製造業 79 60 75.9 32 ass 2.7 10.3 A
32その他の製造業 36 19 52.8 17 288 1.0 12.5 A
F電 気・ガス・熱供 給・水道 業 0 0 13 ]ll 0.4 o.o C
G情 報通信業 14 n o.o s 67 o.z 20.9 D
39情 報サービス業 2 0 0.0 0 0 C
H運 輸業,郵便業 149 79 53.0 74 goo 3.2 16.6 A
1卸 売業,小 売業 170 56 32.9 779 3,784 13.5 4.5 C
j金 融業,保 険業 0 0 35 277 1.0 o.o C
K不 動産業,物品賃貸業 0 0 89 272 1.0 o.o C
L学 術研究,専門・技術サービス業 73 39 46,6 96 748 2.7 9.8 A
M宿 泊業,飲 食サー ビス業 126 43 34.1 336 1,991 7.i 6.3 C
N生 活関連サービス業,娯楽業 ss 33 48.5 312 1,378 9.9 4.9 B
0教 育,学習支援業 4 9 100,0 171 1,379 4.9 0.3 B
P医 療,福 祉 404 138 39.2 227 a,sis 10.1 14.3 D
85社 会保険・社会福祉・介護事業 223 73 32.7 103 1,518 5.4 14.7 D
Q複 合サービス事業 52 25 48.且 47 421 1.5 12.4 A
Rサ ービス業(他に分類されないもの) 74 43 58.且 且96 1,169 4.2 6.3 B
92そ の他の事業サービス業 53 33 62.3 28 470 1.7 11.3 A
S公 務(他に分類されるものを除 く) 84 62 73.8 77 1074 3.8 7。8 A
A～S全 産業 2161 913 42.2 3.332 27,988100.0 7.7
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